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　ドイツの経営経済学的研究は，経営経済学が金儲け論であるか否かの論争に関連して，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〕
三つの学派に分けられている．規範論学派，理論学派および技術論学派がそれである．ア

レキサンダー・ホフマンは，このうち，技術論学派に属する学者として知られている、本

稿の目的は，技術論を．主張するホフマンの経営経済学説を研究し，これが果して，彼の意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛2）
図の通りに技術論たりうるか否かを検討することにある．

n　ホフマンによる技術論的経営経済学の一般的規定

　ホフマンは，経験科学としての経営経済学の研究対象を，経験的に与えられた営利経済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
（Ertragswirtsohaft）としての企業に求める．しかし，かかる見解は，当時のドイツの経

営経済学者によって，一般に認められていたわけではたい．ホフマンによれば。．むしろ，

経営経済学の研究対象として，営利経済としての企業ではたく，経済性を追求する経営を

措定する見解が支配的であった．かかる見解をとる経営経済学者の意図したとこ．ろは，私

（1）次を参照のこと．藻利重隆；r経営学の基礎』（改訂版）昭和42年，33～35頁．

（2）本稿におけるホフマンの所論は，次のものによる、A．Ho丘m舳皿；Der　Gewinn　d酊kauf－

　m直皿ni㏄hen　Untemehm皿ng，1929（以下，Gewinn．と略す），；Objekt　md　M説Me　der

　Betrieb畠wirt目。haftslehre，Jabrb廿。her地r　N乱tioh乱16konomie1ユ皿d　Statistik，1930．（以下，

Objekt．と略す），；Wirt昌。h乱ft昌1eh爬der　Kauf加重㎜i宮。ben　Untemohm㎎，．1932（以下，

Wirt昌。h砒宮1ehre．と略す），

（3）本章におけるホフマンの所論は，次のものによる、Al　Ho鉦ma㎜；Wir㎞上田㈱oh附SS，

　1～26：Gewin血．SS1～ユ8．；Objekt．SS．801～812．
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経済学ないし経営経済学は金儲け論であるという非難を避けることであった．けだし，利

潤追求は，資本主義企業の本質をなすものであるから，かかる企業を研究するかぎり，経

営経済学は金儲け論と無関係ではありえない．そこで，利潤を追求する企業にかえ，経済

性を追求する経営を経営経済学の研究対象とすることによって，金儲け論という非難を避

ける試みがなされたのである．ところがホフマンによれば，かかる試みにおいては，じは
　　　　　　　　　　　　（4〕
じは倫理的価値判断がなされる、しかし，倫理的価値判断をたすことは，科学に妬いては

許されえたい．経営経済学は，経験的存在としての企業に関する経済学，すなわち企業経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5〕
済学（1Jntemebmungswirtschaftslehre）でたければたらたいのである．

　企業の利潤追求に関する問題は，公企業においてよりも商事企業（kaufm峯misohe　Un－

temehmmg）たいし私企業において，より十分に現われる．そこでホフマンは，経営経

済学の研究対象として，直接的には，私企業を措定する．しかもそれのみではたい．私企

業といっても，その中には，規模，法形態を異にするさまざまの企業が含まれる．この中

で，ホフマンは，大規模で，かつ株式会社形態において営まれている企業を，経営経済学

的研究の中心にすえる、けだし，かかる企業においてこそ，私経済的利潤追求の問題のす

べてが観察されうるからである．

　企業は，これをいかたる文化的関連におくかによって，さまざまに考察されうる．例え

ば，国民経済学は，これを総合経済的立場から考察する．これに対し，経営経済学は，企

業を，企業に内在的な私経済的目的追求ないし利潤性追求の立場から考察する．換言すれ

ば，収益性ないし利潤性原理（Ertrag昌一〇d．Rentabi1it査t昌prinzip）を，所与の素材から本

質的なものを選択する原理としての選択原理（d舶Auswahlprinzip）とするのである．ホ

フマンによれば，資本主義経済社会においては，利潤性追求は，企業にとって＜確定した

規範》（ei鵬feste　Riohtschnur）ないし＜一義的に定められている最終目的》（der　ein－

deutig　besti加mte　Endzweck）をたす．それゆえに，経営経済学は，もはやわざわざ企業の

目的それ自体の研究をなす必要はたい．経営経済学は，企業の利潤性という価値および利

潤性追求という価値行為を所与のものとして受け取りさえすれぱよいのであり，この価値

が正しいか否かを間う必要はない1かくして経営経済学に残されるものは，所与の一義的

（4）倫理的価値判断をたすことなく経営を研究対象とすることは不可能ではない．その一は，

経営概念を拡張し，これに，企業のみならず，家計等の非営利経済をも含め，かかる経営を

　もって研究対象とするもの，その二は，生産技術的単位としての経営を研究対象とするもの

　である1しかし，ホフマンによれば，第一の見解をとる名も，実際の研究においては，企業

をその中心においており，したがって，その主張と実際にたすこととが矛盾している．また

第二の見解をとる場合には，販売，資本調達だとの経営経済学の重要問題が研究されえな

い．脆迂ma㎜：Wirt艶haft島1ehre．，SS．1～2．；0bjekt．，S．801．

（5）　Hofm乱nn；Objekt．，S．8C5．
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目的を達成するための合理的た手段の研究，これのみとたる．この場合，ホフマンにおい

ては，企業目的としての利潤性は選択原理であると同時に，諸手段の合理性を測り，これ

を整序する整序原理（d鎚0rdmngsprinzip）をたす．かくして経営経済学は，所与の目的

を達成するための整序された手段の一体系，すたわち＜技術論》（Kunstlebre）になるの
　（6〕
である．

　しかしたがら，同しく経営経済学の研究対象を企業に求め，選択原理を利潤性に求めな

がらも，リーガーは，経営経済学を，技術論としてではなく，認識それ自体を目的とする

理論として把握する．それでは，ホフマンが経営経済学を理論としてではたく，技術論な

いし実践科学（praktiscbe　Wis蜘sohaft）として把握するのはなぜであろうか．かかる論

拠は，ホフマン自身の論述においては必ずしも明らかではたい．これはむしろ，彼の弟子

ジーパーによって詳論されている、そこでわれわれは，リーガーに関するジーバーの所論

を一瞥することにより，経営経済学が技術論として把握されなければならない理由を考察

しよう．

　ジーバーによれば，リーガーは，経営経済学が金儲け論であるという非難を避けるため

に，国民経済学における見解にしたがって，理論と実践たいし政策とを区別する、そして

私経済的政策（Privatwirt日。haft昌po1itik）は，これを，世界観に関係し，それゆえ百こ価値

判断をたすものとして斥ける．けだし，政策を論1二るかぎり目的の問題を取り扱わざるを

えないのであるが，この目的は，企業においては，利潤追求すたわちち金儲けである、し

たがって，私経済的政策を論じる場合には，かかる金儲けのための手段を論ぜざるをえ

ないこととたり，金儲け論から解放されるをえたい．そこで経営経済学を金儲け諭およ

び価値判断から解放するためには，目的と手段の関係を考える政策を排し，認識のみを

目的とし，原因と結果の関係を考える理論科学として，経営経済学を構成したければなら

たいことと決る．しかしジーバーによれば，経営経済学においては，このように理論と政

策とを区別する必要は存在しない．なぜなら，国民経済政策の扱う総合経済の目的は一義

的でなく，したがってそこには世界観の対立が存在しうるのに対し，経営経済学の研究対

象である企業の目的は完全に一義的であり，これについて世界観の入り込む余地はたいか
　　（7〕
らである．それのみではたい．ジーバーは，さらに，もつぱら認識のみを日的とする経営
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
経済学は独立の科学として意味をもちえたいことを主張する．けだし，経営経済学は，そ

れが認識のみを目的とする理論科学を志向する場合であっても，利潤性を選択原理とせざ

るをえたいのであるが，かかる利潤性は，企業の実践的目的に他ならない．かかる場合に

（6）Ho迂mam；Wirt舵h乱ft目1ehre．，SS．6，9．

（7）　E，Sieber；01〕jekt　lmd　Betraohtmg目wei日e　der　Betrie㎏wirt馳haft目1eh鵬，1931，S．20一

（8）　SiebelI；a．皿．Ol，S．15．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3



一橋研究第16号
は，理論における原因一緒果の関係は，手段一目的の関係に容易に転化されうると解され
　　　　（9〕
うるであろう．ジーパーによれば，経営経済学は，歴史的にみても，実践的課題の解決の

ために生まれたものであり，今日においても，その究極的な目標は，実践的た経営管理の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
ための案内者たることでたけれぱならないのである．

　さて，ホフマンは，企業と経営とを区別し，経営を生産技術的単位として把握する．こ

れに対し，企業は，利潤を追求する経済単位すなわち財務的単位（Finanzeinheit）をなす．

しかしこのことは，企業が経営とは別個独立に存在することを意味するものではたい．企

業の利潤追求は商品生産を介してたされるのであり，経営は，企業の物的一技術的基礎（die

sach1ich－technische　Grundlage）として，企業の中に包摂される．かかる企業において，

企業者は，利潤追求のために，技術（Technik）を利用して生産技術的合理性を高める努

力をなすとともに，広告活動においては応用心理学を，また債権保全のためには応用法学

を利用する．営利的商品生産体としての企業の利潤追求は，これらさまざまな＜技術学》

（T㏄hno1ogie）を利用してなされる、かくして，企業の利潤追求のための手段のr体系を

確立しようとする　＜技術論》（Kunstlehre）としての経営経済学は，これら技術学と密接
　　　　　　　　　（11〕
な関係をもっこととたる．

　企業の諸活動においては，これら技術学を利用して，それぞれの合理性たいし経済性が

追求される．ところで，企業の諸活動は，それ自体で最終目的をなすのではなく，全体的

た企業目的すたわち利潤性を志向している．そこで諸活動は，それが真に合理的でありう

るためには，利潤性を高めうるものでなければたらたい．ホフマンによれば，企業目的と

しての利潤性は，諸手段の合理性を評価し，これを整序する整序原理をなすものであった．

■諸手段ないし諸活動の合理性判定の原理として機能しうるためには，利潤性は，具体的な

いし一義的に規定されえたければたらたい．それでは，利潤性とは，何を意味するのであ

ろうか．ホフマンによれば，企業は，企業者の利潤追求のために設立され運営される．企

業者は，一定の資本を投下し，この資本に対する利潤性を最大にするように企業を運営す

る．それゆえに，企業の利潤性とは，自己資本の利潤性（die　Rentabi1it批des　eigenen

Kapita1目）すたわち自己資本利潤率を意味する．自己資本利潤率が諸活動の合理性を判定

する基準どたりラるためには，自己資本利潤率と諸活動の合理性とが，一つの共通の単位

によって表現されえたければならない．かかる共通の単位は，貨幣によって与えられる．

ジーバーによれば，企業は貨幣計算をなす営利経済であり，ここにおいては，最終目的は

貨幣的利潤性として与えられており，かつ，かかる最終目的を達成するための手段の合理

（9）藻利重隆；前掲書，35頁．

（10）　Siel〕er；a．a．0．，SS．9～14．

（11）Hofm邑m；Wirtsch乱ftslebre．，SS．6～7．
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姓も，貨幣という共通の尺度により，数量的に把握，計算されうる、かくして，ジーパー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）
によれば，経営経済学は，数量的評価にもとずく科学，すなわち精密科学をなすのである．

　以上，われわれは，ホフマンによる技術論的経営経済学の規定を概観した．しかしホフ

マンの経営経済学の内容は，果して技術論として肥えられラるであろうか．このことを明

らかにするためには，まず，ホフマンの経営経済学の具体的内容が検討されたければなら

たい．

皿　継続企業とその企業保全活動

　ホフマンは，企業を手段の秩序として理解する．ここに手段とは生産手段を意味し，こ

九は現実的生産手段と抽象的生産手段から構成される．現実的生産手段は有形財および無

形財を含む財産ないし実体資本と人間とからなり，これらは商品生産日的のために企業者

によって統一され，企業有機体（Untemehmungsorgani昌m㎜）を形成する．この場合，企

業有機体を構成する財産および人間は，それそれ物的用役拓よび人的用役を提供し，商品

生産活動を介して企業の利潤佳追求に貢献する．他方，抽象的生産手段は，自己資本と他

人資本とから構成される．これは財産ないし実体資本と異なり，無形態，無定形の貨幣資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
本であり，購買力の基金（Fond昌v㎝Kauf㎞aft）である．かかる貨幣資本は抽象的生産

手投の組織（dio　Org里nj鋤i㎝des　a㎞t旭kte皿Prod皿kti㎝s血i伽1s）を形成する．この組織

は，企業有機体を処理する組織をたすと同時に，企業成果を分配する秩序をもその中に含
　　（14）

んでいる、われわれは，これを，企業支配の組織と考えることができる．しかし，かかる

組織は，もはや単なる生産手段の組織ではおりえない．これは，生産手段を処理する主体

をも含む組織でたければならたいだろう．企業は，その中に主体を含み，それ自体の生活

くLeben）を営む生活体をなすものと考えられうるのである．かかる企業の生活は，利潤追

求のための諸活動の継続的遂行として現われる．企業は，＜継続すべく意図して営まれて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔15）
いる企業》（die　auf　die　Dauer　abgeste1Ite　U誠mehmung）すたわち継続企業をなす．わ

九われは，ホフマンが，経営経済学の直接の研究対象として，株式会社形態において営ま

れる大規模商事企業を措定していたことを想起すべきであろう．企業の継続性は，かかる

企業の特質として理解されうる．

　さて，企業は，企業者の利潤追求のために設立され運営されるものであった．このこと

は，企業者の利潤追求が，直ちに企業の日的をなすことを意味するのであろうか．ホフマ

（12）　Sieber；a．a．O、，SS．91～94

（13）Ho肋am；Wirt㏄h8ft昌Iohre．，SS．43～521

（14）　Ho丘maI1皿；a．a，O．，SS，107～110．

（15）　Ho丘manI1；劃．a．0．，S，179．；Gewinn｝S．19．
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ソのいう企業者は，広義に妬いて出資者を意味する．かかる出資者は，大規模株式会社に

おいては，会社の運営に関係する企業者株主たいし狭義の企業者と，会社の運営に関係し

ない単なる資本家とに区別される．この二つの出資者は，概して，その企業に対する態度

を異にする．まず単なる資本家は，企業に対し，その利潤の全額を配当するよう要求し，

また株式の売買により相場利潤を追求する．かかる態度は，企業の利益と一致したい純粋

に私資本家的一個人的態度であり，われわれは，これを，短期的禾。潤追求として考えるこ

とができる．これに対して，狭義の企業者の態度は，一般に企業の利益と一致する．かか

る企業者の立場こそ，企業者の真の立場をなすのであり，単なる資本家の主観的一個人的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16〕
立場と異なる客観的一経営経済的立場ないし企業の立場をなすのである．

　それでは，単たる資本家の個人的目的と区別される企業の目的とは何であろうか．われ

われは，ホフマンの考える企業が継続企業であったことを想起すべきであろう．ホフマン

によれば，かかる企業は自己の利潤獲得能力（E榊erbskraft）を維持しようとする意志を

もっている．換言すれば，企業は，持続的な営利の源泉（eine　d舳emde亙岬erbsque11e）

たることを意欲する．かかる継続企業のすべてにとって，その第一の生活規範（die　e鵬te

Lebensmm）は，自己の利潤獲得能力を維持することでたければならたい．企業の活動

は，自らの生活を維持し促進すること　（Lebenserha1tung　u皿d．f6rde㎜ng）に他ならな
（17）

い．それでは，企業の利潤獲得能力の維持は，いかにして杜されるのでおろうか．

　企業は，商品生産を介して利潤を追求するが，かかる企業活動はすべて，常に危険を伴

う．かかる危険ないし企業危険は，まず，損失をもたらす可能性として理解されうる．し

かしまた，企業危険には，常に，利潤獲得の機会が結びついている、したがって企業危険

は，利潤と損失の両方をもたらしうる可能性をだすのであり，この意味で，企業の利潤性を

決定する＜利潤性要因＞（Rentabi1it直tsfaktor）をなす．企業は，その活動のすべてにおい

て，企業危険に対処したければならない．したがって，企業活動は危険政策（Risikenpo1i－

tik）をだすのであり，かかる危険政策を，ホフマンは，＜保全》（Sicherung）活動として
　　　　　　　　　　（18〕
理解するものと考えられる、さて，企業の危険に対する態度は二つに大別されうる．第一

は危険の自己負担であり，第二は危険の他人への転嫁である．このうちホフマンは，危険

の自己負担を重視する．けだし，危険は利潤機会をも意味する、そこで，もし，企業がす

べての危険を他に転嫁することが可能であり，かつ転嫁する場合には，企業は利潤機会を

放棄することになる．ホフマンによれば，企業は危険を冒すことによって，すたわち冒険

（Wagni昌）することによって利潤を追求することを，その特質とする．危険を自己負担し

（16）Hofma㎜；Wirt昌。b邑ft目Iehr6・，SS・335，353・

（17）　1…［o丘manI1；目．a．O．，SS，180，278．；Gewinn一，16．

（18）Hofm㎜n；Wirt㏄h乱ftslebre．，SS．194～208・
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ない企業は，企業としての意味をもたない．市場経済に為ける企業は，積極的に市場に働

きかけ，危険を冒さなければならない．かくしてのみ，企業は，その競争能力を維持し，
　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ9）
最大可能な利潤性を追求しうるのである、したがって，企業の運営者である狭義の企業者

は，創造的，動態的精神（schdpfe誠。her，dy皿amischer　Geist）の持ち主でたければならな

い．かかる企業者こそ，真の意味における企業者（der　Untemehmer　in　wahren　Shne）
　　　　　（20）
をなすのである．企業の積極的な保全活動は，他の諸企業に対する優越的地位の形成を可

能にする．換言すれば，保全活動は，他の諸企業に対する差別利潤　（Diferentia1rente）

たいし超過利潤（Oberpro航e）の形成を可能にする．ここに差別利潤ないし超過利潤とは，

単に現在におけるある企業の他企業に対する利潤の差ではなく，将来にわたる利潤の差を

意味する．けだし，継続すべく意図されて運営されている企業においては，現在に鴉ける

利潤のみではなく，将来にわたる利潤が追求されるのであり，その意味で，かかる企業は、

貨幣的利潤の源泉（Ge1dertragsque11e）たいし未来における所得の源泉（Que11e　zukunfti－

ger　Eimahmen）をなすからである、かかる差別利潤は，＜のれん》（Goodwi11）とよばれ

るものに他ならたい．のれんは，期待される超過利潤の現在の価値（der　gegenW註rtige

Wert　zu　erwartender帆erpro舵e）であり，これは，商品の品質改良，生産技術の進歩，

販売組織の改善等，シュムペーターの言葉を借りれば，新結合の遂行（Durchsetzung　neuer

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21〕
Kombi蝸tionen）をなす企業者の給付（U－ntemehmer1ei舳皿gen）によってもたらされる、

かかる企業者の給付は，顧客の給付（Kundenlei日tungen）を増大せしめるのであり，この

意味において，のれんはまた，顧客関係の価値（der　Wert　der　K㎜dsohaft）ともよばれ

る．企業の保全活動は，まさに，かかるのれん形成のための活動を意味するものとして理

解されうるのであり，保全活動によってこそ，企業は，その利潤獲得能力を維持しうる．

われわれは，ホフマンの経営経済学の具体的内容を，継続企業の保全活動に関する研究，

すたわち，企業保全論として理解することができる．

1V　企業保全論の本質

　それでは，企業保全論は，果して技術論たりラるであろうか、このことを検討するため

には，われわれは，企業目的の一義性に関するホフマンの主張にたちかえることを必要と

する．ホフマンによれば，資本主義経済社会においては，利潤性追求は，企業にとって確

定した規範ないし一義的に定められた最終目的をなすものであった．そして，それゆえに

こそ，経営経済学は，もはや企業の目的それ自体の研究をたす必要はたく，ただ所与の一

（19）　Ho丘mann；a．a．Ol，SS．206，208、

（20）　Ho丘mann；a．a．Ol，SS，180，182．

（21）　Ho丘m舳n；邑．a．O．．SS．51～55，266．
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義的最終目的を達成するための合理的手段の研究のみをたせばよいと，ホフマンは考えた

のである、そして，かかる合理的手段の研究をたす経営経済学を，彼は技術論的経営経済

学として理解した．われわれは，企業日的の一義的所与性が，技術論的経営経済学の基本

的前提条件をなすことに注意しなければならない．他方，ホフマンにおいては，株式会社

形態において営まれている大規模商事企業がその経営経済学的研究の中心におかれており，

しかもかかる企業は，継続企業として特質づけられるものであった、ここで，われわれは，

継続企業が，資本主義経済社会における企業の歴史的発展形態の一つをたすことに注意し

たけれぼたらない．継続企業としての大規模商事企業は，資本主義経済社会の成立以来常

に存在したものではなく，今日の資本主義社会における代表的企業として理解されたけれ

ぱならたい．このことを，ジーバーは明確に述べている．ジーバーは，経営経済学の研究

。対象として，経済主体の消費経済すなわち家計から分離し，その意味で組織的独立性をも

ち，危険を負担し，資本計算をなし，巨額の資本および多数の労働者を使用する大規模営

利経済（Gro胎Iwerbswirtschaft）としての企業を措定する．かかる企業は，ホフマンの大

規模商事企業と同一のものと解されラるのであるが，ジーパーによれば，かかる企業は，

＜今日における企業の家ないし型》（Bi1d　der　heutigen　Untemebmung．Typ　der　heutig㎝
　　　　　　　　　（22）
Untemehmung）をたす．かく理解される継続企業については・その利潤追求も，利潤追

求の歴史的一形態として理解されなければならたい．資本主義経済社会における企業の利

潤追求の内容は，企業と共に歴史的に変化する1ところが，企業目的が歴史的に変化する

場合には，今日における企業の利潤追求を研究する経営経済学は，まず，歴史的に変化す

る企業目的そのものの研究をだし，特定の歴史的段階としての今日における企業日的を明

らかにしたければならたい．けだし，手段の研究は，目的が明確に規定されうる場合にの

み可能だからである．かく考える場合には，企業目的がすでに一義的に与えられていると

考え，企業目的そのものの研究を放棄することは許されえないのではたかろうか．

　しかしながら，われわれのかかる論述に対しては，次のようだ反論がなされうるかも知

れない．「ホフマンが一義的に所与であると考えている企業目的は，今日における企業員口

ち継続企業の目的である．継続企業の目的は，すでに一義的に所与である．」と．たしか

に，継続企業の目的がすでに一義的に所与であれば，かかる目的に関する手段のみの研究，

したがって技術論は成立しうるであろう．そこで，われわれはさらに，継続企業の目的が

すでに一義的に所与であるか否かを検討しなければならたい．

　すでに述べたように，ホフマンにおいて一義的と考えられる企業目的は，自己資本利潤

率であった．これは，ある期問の利潤を分子とし，期首の自己資本と期末の自己資本（＝

期首の自己資本十期中の利潤）の平均値を分母とする比率として計算される．ここで期首

　（22）　Sieber；a．乱．0．，SS．35～38．
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の自己資本は一般に一定と仮定されうるから，自己資本利潤率の極大化は，期問利潤額の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
極大化をもって，これをおきかえることができる．しかし，特定期間における自己資本利

潤率の極大化は，果して，継続企業の目的たりラるであろうか1われわれは，これを否定

せざるを得たい．けだし，継続企業は，その生活の維持発展を第一の規範とたし，のれん

形成活動を行うものであった．かかる企業の目的志向的活動は，単なる特定期間における

利潤の極大化を志向するものではたく，特定期間をこえる長期的，未来持続的利潤追求活

動として理解されなければたらない．したがって，ホフマンが一義的企業目的とする特定

期間における自己資本利潤率は，継続企業の目的たりえたいのである．

　企業は企業老の利益において運営される．これは，継続企業についても同様である．し

たがって，継続企業においても，その企業目的は，基本的には自己資本利潤率の極大化に

求められたければたらたい．しかしこのことは，継続企業の目的が特定期問の自己資本利

潤率の極大化であることを意味しないI継続企業の目的は，長期的，持続的に自己資本利

潤率を極大化し続けることにあると考えられ5る．そこでわれわれは，持続的な自己資本

．利潤率の極大化を表現しうる具体的企業目的を明らかにすることを必要とする、しかしか

かる企業目的の内容は，ホフマンにおいて。貝＝体的ないし一義的に明らかにされているわけ

ではない．たるほどわれわれは，継続企業の目的が，利潤獲得能力の維持，より具体的

には企業保全ないしのれん形成に求められることを理解しうる．保全活動は，まさに持続

的な自己資本利潤率極大化活動として理解されうるであろう．しかし企業日的が一義的と

いわれうるためには，それは，企業活動の合理性判定基準ないし整序原理たりえなけれ

ばならない．ところがホフマンにおいては，継続企業の目的は，かく一義的に規定されて

一いるわけではたい．例えば，彼は，企業の販売広告を，顧客の獲得および維持（Kunden－

werbmg　u．一erha1tmg）の手段と考える．そして広告の販売援助手段としての性質から，

販売広告の経済性を，広告によって増加，維持せしめられる売上高と広告費との比率によ

って表現しようとする．しかしホフマン自身もいうように，かかる経済性計算は容易に行

次われうるものではない．それは，広告によって増加，維持される売上高の計算が困難だ

からである1広告は，広告時点における直接的た売上高の増加ないし維持を可能にするの

みたらず，企業名および製品名を顧客に知らせることにより，次の広告のための基盤を提

供しうる．広告は，一時的顧客（Ge1egenhei七昌kunden）のみたらず，継続的顧客（Dauer－

kunden）をも獲得する．前者は広告のもつ現在価値（Gegenwartswert）であり，後者は

その未来価値（Zukunftswert）に他だらたい．この未来価値こそは，未来において企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24〕
に利潤をもたらす価値であり，のれんに他ならたい．かかる未来価値の評価は容易でない

（23）Ho舳肋n；Wirt馳h邑ft目Iehre．，SS．11，131

（24）　Hof㎜ann；a．a．0，SS．570，644～646，663．
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が，広告の経済性を測定するためには，これは無視されえたい．それでは未来価値は，広

告の経済性測定にあたって，いかに考慮されうるのであろうか．この間に対する答を，わ

れわれはホフマンの論述のうちについに見い出すことができないのである．しかもそれの

みではない．ホフマンによれば，企業の諸活動の合理性ないし経済性は，それが全体的企業

目的としての利潤性に寄与しうるか否かによって判定されるものであった．しかしわれわ

れは，企業の全体的目的が，直ちにその部分活動の合理性の判定基準とはたりえないこと

に注意しなければならたい．例えば，生産の技術的合理性を高める努力は，企業の最終目

的からみて，しばしば不必要た程度にまでその合理性を高めうる．このように過度の生産

技術的合理性の高揚は利潤性に寄与するとはいえたい．そこで企業は，その最終目的に照

らして，技術的合理性の程度を決定したけれぽたらたい．しかもこの場合，企業の最終目

的は，かかる決定基準を明確に与ええなければたらたい．かかる場合にのみわれわれは，

企業日的が一義性をもっといいうるのである．しかしホフマンにおいては，企業目的は，

かく具体的に与えられているとはいわれえたい．

　以上を要するに，われわれは，ホフマンに妬いて，継続企業の目的が一義的に与えられ

ていると考えることはできない．ホフマンは，その薯『商事企業経済学』において，経営

経済学を技術論として規定し，かかる観点から経営経済的個別問題を統一的に論述するこ

とを意図したのであるが，彼のかかる意図は成就されたとはいえないだろラ．われわれは

ホフマン経営経済学の具体的内容としての企業保全論を技術論的経営経済学としては理解

しえないのである．

　経営経済学は経験科学の一つである．経験科学である以上，経営経済学は，経験的現実

（die　empirische　Wirklichkeit）たいし現実的所与（die　rea1en　Gegebenheiten）としての

＜存在するもの》（Seienden）の認識に基づかなければならない．経営経済学は，一定の企

業政策的施策（besもimmte　untemehmung昌po1itische　MaBnahmen）に関する価値判断をな

すのであるが，かかる＜存在すべきもの》（Sein昌。nenden）の認識といえども，存在する
　　　　　　　　　　　　　　　（25〕
ものの認識に基づいてのみなされうる．倫理的価値判断をたすことは，経営経済学におい

てはきびしく戒められねばたらない、かくして経営経済学においては，経済性追求をなす

経営ではなく，利潤追求をなす企業こそが，その研究対象でなければならたい、資本主義

社会においては，経営の経済性追求ではなく，企業の利潤追求が経験的現実をたすからで

ある．この点に関しては，われわれは，当時のドイツにおいて主流をだした見解に反対し

企業の利潤追求こそが経営経済学的研究の対象であると主張したホフマンの功績を高く評

価すべきであろう．しかしわれわれは，経験的現実としての企業目的を一義的に所与であ

るとする彼の主張には同意することができない．現代の代表的企業である継続企業の目的

　（25）　Ho丘m乱nn；Gewinn．，S．6．
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は，決して一義的に明確なものとはいえたい．そこでわれわれは，継続企業の目的を具体

的に把握するための研究を必要とする．けだし，継続企業の目的を具体的に把握すること

によってのみ，企業政策的施策に関する価値判断が可能とたるからである．われわれは，

ホフマン経営経済学の具体的内容をなす企業保全論を，継続企業の目的に関する研究をも

含むものとして理解しなけれぱたらたい．企業保全論は，技術論的経営経済学をこえる，

より現実的，経験的な科学を志向すべきものとして理解されたければならないのである．

V　結

　今日の経済社会における代表的企業は，継続企業として理解される．しかしかかる継続

企業の目的は，一義的に明らかではたい．そこで継続企業の利潤追求活動を研究する経営

経済学においては，企業目的を解明する努力がたされたければたらたい．かかる努力をな

す場合，われわれは次の二点に注意しなけれぽたらたい．第一に企業の諸活動は，計画的

になされる．かかる計画は，特定期問にたされうる活動についてのみ設定されうる．継続

企業の利潤追求は無限持続的なものと解されうるのであるが，われわれは現在ないし近い

将来にたされうる活動において遠い将来のための配慮をなしうるにすぎない．そこで企業

目的は，特定計画期問の活動において実現されうるように具体化されなければならない．

第二に企業の活動は，組織的活動として理解されうる．かかる組織的活動に湘いては，個

別活動は，相互に分業的協業の関係において調整され，統合されたければたらない．その

ためには，企業の全体的目的は，各個別活動の職分が明確に把握されうるように具体化さ

れたければならない1このようにわれわれは，企業目的を期問的側面および組織的側面の

両方において具体化したけれぱたらたい．しかも，企業目的をかく具体化する努力は，企

業活動そのものの研究のうちにおいてのみ可能であることが銘記されるべきであろう．

n


